
平成18 年 3 月期    中間決算短信（連結）        平成 1７年１１月１０日 
 

上 場 会 社 名        三菱製鋼株式会社                     上場取引所 東京、大阪 

コ ー ド 番 号        ５６３２                                    本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ  http://www.mitsubishisteel.co.jp/） 
代  表  者 役職名 取締役社長 氏名 加 藤 秋 夫  
問合せ先責任者 役職名 経理部長  氏名 班 目 健 二     ＴＥＬ(０３)３５３６－３１３５ 
決算取締役会開催日 平成１７年１１月１０日  
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１． 17 年 9 月中間期の連結業績（平成17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日） 
(1)連結経営成績                                                          （百万円未満切捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

 ５７，３９５    19.5 
 ４８，０１３     7.6 

 ６，８４４   273.2 
 １，８３４   121.1 

６，２４０  303.7 
１，５４５   － 

17 年 3 月期 １００，８３７     ５，０２３ ３，９９１    
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％       円  銭       円  銭 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

３，２６２   625.4 
    ４４９   773.6 

２２．６６ 
３．１２ 

２２．５０ 
― 

17 年 3 月期    ２，２０９  １５．３５ ― 
(注)①持分法投資損益  17 年 9 月中間期  0 百万円 16 年 9 月中間期 △105 百万円 17 年 3 月期 △106 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 
 17 年 9 月中間期  143,957,745 株    16 年 9 月中間期  143,974,217 株   17 年 3 月期 143,968,670 株 

    ③会計処理の方法の変更   有  
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円             ％ 円 銭 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

１１６，７８８ 
１１１，４５３ 

２６，８５８ 
１９，９０６ 

２３．０ 
１７．９ 

１８６．５８ 
１３８．２６ 

17 年 3 月期  １１１，８０７ ２１，９３９    １９．６   １５２．４０ 
(注)期末発行済株式数（連結） 
 17 年 9 月中間期  143,953,121 株    16 年 9 月中間期  143,972,253 株   17 年 3 月期  143,959,964 株 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

５，６２４     
２，３８１ 

１８６ 
△  ４４０ 

△５，５５０     
△３，２４８ 

７，３９６     
６，１８２ 

17 年 3 月期 ６，７８６ △１，１２９ △６，０４０ ７，０６７ 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 13 社  持分法適用非連結子会社数 0 社  持分法適用関連会社数 3 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) 0 社 (除外) 2 社    持分法 (新規) 0 社 (除外) 0 社 
 
２．18 年 3 月期の連結業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
                     百万円                   百万円                    百万円 

通   期 １１８，０００ １２，５００  ６，８００ 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  47 円 24 銭 
 
  上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ 
て予想数値と異なる場合があります。 
  なお、上記予想に関する事項は、添付資料 6ページをご参照下さい。 



   企   業   集   団   の   状   況

MSM  CANADA  INC.    ※１

MSM  US  INC.            ※１

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

ば ね 事 業 ヒューマン電機（株）    ※１ 製   品

MSM CEBU,INC.    ※１

MSM MANILA,INC. ※１

寧波菱鋼精密部件有限公司　※１ 製   品

MSM (THAILAND) CO.,LTD.　 ※１ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 製品･原材料

特殊鋼鋼材事業 原
材
料

北海製鉄(株)  ※２  

機器装置事業
三菱長崎機工(株)  ※１

菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

その他の事業
菱鋼サービス(株）  ※１ 業務委託

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１  連結子会社
      ※２  持分法適用会社
    　　 ３  平成17年４月末をもって、MSM(THAILAND)CO.,LTD.はばね事業を中止
    　　 ４  平成17年９月20日をもって、菱鋼鋳造㈱は清算結了

当

社
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経 営 方 針 

 

 

１．経営の基本方針 

当社グループは、いかなる経営環境の変化にも対応できる企業体質を確立することを重要課

題と認識し、常に新しい発想のもと、挑戦と拡大をキーワードに持続的かつグローバルに発展

することを経営の基本方針としております。 

 

２．当社グループの対処すべき課題 

  当社グループはこの数年、「選択と集中」の考え方のもと、国内生産拠点の集約、海外生産の

拡大、デジタル関連部品等の新規事業分野拡大を狙いとしたグループ再編等、変革を進めてま

いりました。今後さらに改革を加速し、事業を拡大するため、設備投資を積極的に進めること

及び人材育成と研究開発を推進することを対処すべき課題と認識しております。このため本年

９月転換社債型新株予約権付社債の発行により 80 億円の資金を調達いたしました。 

  なお、今後の具体的な事業拡大につきましては、その指針となる平成18年度を初年度とする

中期経営計画を策定中であります。 

  

３．利益配分に関する基本方針 

当社は利益の配分に際し、財務体質の改善と設備投資に意を用いつつ、株主への配当を含め、

長期的に安定した利益還元に努めてまいります。 

 

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況等 

 （1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社はコーポレート・ガバナンスの充実に向け、「取締役会制度と監査役制度の機能強化」と「経

営会議による業務執行の審議並びに法令遵守・危機管理強化」に重点をおいております。 

取締役会については、意思決定の迅速化に努めるとともに、取締役のうち２名を社外取締役と

して経営監督機能の強化を図っております。当社は取締役会をグループ全体の戦略意思決定の場

と位置づけて、経営の基本方針、法令・定款で定められた事項、その他経営に関する重要事項を

決定するとともに、取締役の業務の執行を監督しております。また、取締役、事業部長、経営支

援部門各部長等を構成メンバーとした経営会議を原則毎週定例的に開催(必要に応じて臨時にも

開催)し、重要な業務の執行、法令遵守、危機管理について審議し、対応しております。一方、社

長直轄の「監査室」は、独立性をもって各部門の内部監査を実施することにより、業務が適正に

行われているか監視しております。なお、重要案件については顧問弁護士のサポートにより法律

面及び企業倫理面のチェックを適宜行い、法令遵守体制の強化に努めております。 

監査役については、監査役会で決められた監査の方針、業務の分担に基づきそれぞれ法令遵守、

危機管理を含め、グループ全体の監査を行っております。なお、監査役は取締役会、経営会議等

の重要会議へ出席し、必要に応じ意見を述べております。社外監査役は現在２名であります。 

今後とも経営内容の透明性を高めるため一層の情報開示に努めるとともに、株主・投資者に対

するＩＲ活動を積極的に進めてまいる所存であります。 
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当社のコーポレート・ガバナンスの体制は次のとおりです。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）社外取締役及び社外監査役と当社との関係等 

 社外取締役２名及び社外監査役２名と当社との間には、特段の資本関係及び人的関係はありま

せんが、社外取締役増田信行氏は、三菱重工業株式会社の相談役であり、社外取締役佐々木幹夫

氏は、三菱商事株式会社の取締役会長であり、当社は上記２社と資本的関係及び営業取引関係が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     株 主 総 会 

取 締 役 会 

  取締役 10 名 

  うち社外取締役２名 

・経営の意思決定・監督 

監 査 役 会 

  監査役３名 

  うち社外監査役２名 

・業務監査（会計監査を含む）

監督 

  経営会議  

  取締役社長 

取締役 

監査役 

   

   

 

・重要な業務執行 

  ・法令遵守 

  ・危機管理 

 

選任・解任 選任・解任 

監査 

選任・解任 

監 査 法 人 

・会 計 監 査 

監査 

監 査 室

事業部長 

経営支援部門各部長等 監査 
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経営成績及び財政状態 

 

 

１．経営成績 

                              (単位：百万円)      

 売上高 経常利益 中間純利益 
１株当たり 

中間純利益 

平成 18 年３月期中間 57,395 6,240 3,262 22.66 円 

平成 17 年３月期中間 48,013 1,545 449 3.12 円 

増収・増益額 9,382 4,695 2,813  

 

 (1)取り組みと業績 

当中間期における当社グループの経営環境は、主たる需要先の自動車業界は生産・販売とも

に堅調に推移し、建設機械業界においても、輸出向けを中心に生産・販売は増加しました。 

これにより当社グループも高水準の売上げを確保したものの、鉄鉱石、石炭等の原材料は引

続き高騰し、さらなるコスト削減や売価の改善が必要な状況でした。この環境のもと、受注内

容の改善、品種の統合、板ばね生産の海外移転等によるコストの削減を進めると共に、売価改

善に努めました。さらに海外生産拠点の生産能力の増強や、新規顧客開拓を積極的に行ってま

いりました。一方、財務体質改善を狙いとして、有形固定資産の減価償却方法を定額法から定

率法に変更いたしました。 

その結果、連結売上高は、前年同期比 1.2 倍、573 億９千５百万円となりました。連結経常

利益は前年同期比 4.0 倍の 62 億４千万円となりました。 

  また、特別利益として、休止電気炉設備等の売却による固定資産処分益13 億６千６百万

円、投資有価証券売却益６千６百万円及び厚生年金代行部分返上益精算２億３千６百万円

を計上し、一方、特別損失として、固定資産処分損８億４百万円、固定資産の減損損失７

億８千１百万円、事業整理損失４千３百万円及び関連事業損失６千２百万円を計上いたし

ました。さらに法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額並びに少数株主利益を計上し

た結果、連結中間純利益は、前年同期比7.3 倍の 32 億６千２百万円となりました。 

また、当社単独の売上高は前年同期比 1.2 倍の460 億５千１百万円となりました。経常

利益は前年同期比 4.9 倍の42 億１千８百万円、中間純利益は前年同期比5.4 倍の 23億９

千８百万円となりました。 

なお、中間配当は、以上の状況を踏まえ実施することとし、１株につき２円とさせてい

ただきます。 
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(2)セグメント別状況 

                                   (単位：百万円) 

 平成 18 年３月期中間 平成 17 年３月期中間 前年同期比増減率 

 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

ばね事業  16,032     1,193   16,974     326   △5.5％   265.3％ 

素形材事業  9,268 893   8,025     557  15.5％  60.1％ 

特殊鋼鋼材事業  27,578 4,524   18,577 828   48.5％  446.2％ 

機器装置事業   4,041 304    3,920     97   3.1％  212.3％ 

その他の事業   3,730 △36    3,497    17   6.7％   － 

小計  60,651 6,879   50,995   1,827    

消去  △3,256       △35  △2,981 6   

合計  57,395 6,844   48,013   1,834   19.5％  273.2％ 

 

［ばね事業］ 

 板ばねは主要顧客の需要に支えられ、好調に推移しました。巻ばねは自動車向けが横ばいでし

たが、建設機械向け太巻きばねは堅調な需要があり増加しました。また、スタビライザは新規拡

販品の量産化立上げにより前年同期比大幅増と好調に推移しました。 

 精密部品は、ヒンジやデジタルカメラ用ユニット部品等の拡販に努めましたが、ゼンマイばね

事業からの撤退等の不採算受注見直しなどで売上げが減少しました。その結果、ばね事業全体と

しての売上高は、前年同期比 5.5％の減収、営業利益は 265.3％の増益となりました。 

 

［素形材事業］ 

自動車業界の旺盛な需要増の中で、精密鋳造品は、ディーゼルエンジンに搭載するターボチャ

ージャー用部品の受注増とコストダウンの効果により売上げ、利益とも順調に増加しました。粉

末製品については、主に海外ユーザーの受注増及び売価改善により売上げ、利益とも増加しまし

た。精密鍛造品については、不採算受注品の見直しと売価改善により売上げ、利益とも増加いた

しました。 

その結果、素形材事業全体としての売上高は、前年同期比15.5％の増収、営業利益は60.1％の

増益となりました。 

 

［特殊鋼鋼材事業］ 

 主要需要先であるトラック・建設機械業界の旺盛な需要により、前期に引き続きフル生産で推

移しました。 

その結果特殊鋼鋼材事業の売上高は前年同期比 48.5％の大幅な増収、営業利益は 446.2％の大

幅な増益となりました。 

 

［機器装置事業］ 

 鍛圧機械等の機械品が堅調に推移し、鉄構品は若干減少したものの、売上高は前年同期比 3.1％
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の増収、営業利益は 212.3％の増益となりました。 

 

 [その他の事業] 

 その他の事業は流通及びサービス業等でありますが、売上高は前年同期比ほぼ横ばい、営業利

益は若干の赤字となりました。 

 

２．今後の見通し 

今後の見通しといたしましては、当社の主要需要先である自動車・建設機械業界は引き続き好

調を持続すると見られるものの、原燃料の高騰や為替相場の変動に加え、海外の景気動向等不透

明な部分もあり、当社グループを取り巻く経営環境は楽観を許しませんが、拡販努力とコスト改

善を引き続き行い収益拡大に努めます。 

平成 17 年度通期の業績につきましては、連結売上高１千１百 80 億円、連結経常利益 125 億円、

連結当期純利益 68 億円を予想しております。 

 

(注)上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因によって予想

数値と異なる場合があります。 

 

３．財政状態 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上げの増加に伴い売掛債権等が増加したものの、税

金等調整前中間純利益 62 億２千万円、減価償却費 30 億５千９百万円等により 56 億２千４百万円

の資金の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産等の取得による支出 12 億６百万円等によ

り資金の減少がありましたが、一方、休止電気炉設備等の売却による収入 13億 1 千５百万円があ

り、投資活動全体では 1 億８千６百万円の資金の増加となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、設備資金調達のため転換社債型新株予約権付社債を発

行したことにより資金の増加がありました。一方、引き続き財務体質改善のため借入金の圧縮に

努め、財務活動全体では 55 億５千万円の資金の減少となりました。 

以上の結果、当中間期末における現金及び現金同等物残高は 73 億９千６百万円となり、前中間

期末と比較して 12 億１千４百万円増加いたしました。 

また、総資産につきましては、売掛債権と投資有価証券の含み益の増加等により前期末に比べ

49 億８千１百万円増加し、1,167 億８千８百万円となりました。一方、株主資本は、利益剰余金

及びその他有価証券評価差額金等の増加により、前期末と比較し 49 億１千９百万円増加し、268

億５千８百万円となりました。その結果、株主資本比率は 23.0％となり、前期末と比較して 3.4％

向上いたしました。 

 

なお、当グループのキャッシュ・フロー指標は以下のとおりであります。 

 

 

 



 

 -７-

 

 平成 16年３月期中間 平成17年３月期中間 平成18年３月期中間 

株主資本比率（％） 16.4 17.9 23.0 

債務償還年数（年） 16.2 12.1 4.4 

インタレスト・カバ

レッジ・レシオ（倍） 
3.3 4.9 15.4 

（注）・株主資本比率：株主資本／総資産 

・債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

・債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額にするため２倍 

しております。 



（ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前      期
( 16．4～16．9 ) ( 17．4～17．9 ) ( 16．4～17．3 )

 48,013  57,395  9,382  100,837 
(   46,179 ） (   50,550 ）(△ 4,371 ） (   95,813 ）
 40,229  44,864 △ 4,635  83,750 
 5,950  5,686  264  12,063 

 1,834  6,844  5,010  5,023 

(   405 ） (   405 ）(   0 ） (   492 ）
受取利息及び配当金  84  109  25  160 
持分法による投資利益 　　　　- 0 0 　　　　-
雑 収 入  320  296 △ 24  332 

(   693 ） (   1,009 ）(△ 316 ） (   1,525 ）
支 払 利 息  531  454  77  1,016 
持分法による投資損失  105  　　　　-  105  106 
雑 損 失  56  554 △ 498  402 

 1,545  6,240  4,695  3,991 

(   543 ） (   1,670 ）(   1,127 ） (   2,853 ）
固 定 資 産 処 分 益  0  1,366  1,366  0 
投資有価証券売却益  543  66 △ 477  745 
厚生年金代行部分返上益 0 　　　　- 0 2,107 
厚生年金代行部分返上益精算  　　　　-  236  236  0 

特    別    損    失 (   1,034 ） (   1,691 ）(△ 657 ） (   2,287 ）
固 定 資 産 処 分 損  0  804 △ 804  30 
減 損 損 失 0 781 △ 781 0 
事 業 整 理 損 失 0 43 △ 43 234 
関 連 事 業 損 失  342  62  280  725 
た な 卸 資 産 評 価 損 0 0  0 161 
投資有価証券評価損  692  0  692  712 
退職年金制度終了損  0  0  0  424 

税金等調整前中間(当期)純利益  1,054  6,220  5,166  4,557 

 917  2,505 △ 1,588  2,171 
△ 289  147 △ 436 △ 15 
△ 23  305 △ 328 192 

 449  3,262  2,813  2,209 

法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

中 間 （当 期）純 利 益

営    業    費    用

営  業  外  費  用

経    常    利    益

特    別    利    益

法人税、住民税及び事業税

営  業  外  収  益

売　　　　　　上　　　　　　高

営    業    利    益

連   結　 損   益   計   算   書

      売      上      原      価
      販売費及び一般管理費

増     減
                期        別   

  科       目
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（  借  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末 対前期末増減

（１６．９．３０） （１７．３．３１） （１７．９．３０）

（ 資　産　の　部 ）

流       動       資       産 50,192 52,022 55,687 3,665 

現 金 預 金 6,387 7,177 7,523 346 
26,647 28,925 31,657 2,732 

有 価 証 券 9 9 9 0 
た な 卸 資 産 14,017 12,938 13,699 761 
繰 延 税 金 資 産 712 1,075 827 △ 248 
そ の 他 2,429 1,948 2,035 87 
貸 倒 引 当 金 △ 11 △ 54 △ 65 △ 11 

固       定       資       産 61,261 59,785 61,101 1,316 

   有  形  固  定  資  産 41,221 39,875 37,544 △ 2,331 
建 物 及 び 構 築 物 14,911 14,474 14,203 △ 271 
機械装置及び運搬具 18,755 17,505 16,060 △ 1,445 
土 地 6,591 6,591 5,798 △ 793 
建 設 仮 勘 定 335 715 904 189 
そ の 他 627 588 578 △ 10 

   無  形  固  定  資  産 291 247 259 12 

   投 資 そ の 他 の 資 産 19,748 19,661 23,297 3,636 
投 資 有 価 証 券 12,336 12,852 15,687 2,835 
長 期 貸 付 金 803 1,038 1,054 16 
繰 延 税 金 資 産 783 465 563 98 
そ の 他 6,188 5,361 6,050 689 
貸 倒 引 当 金 △ 364 △ 56 △ 57 △ 1 

資 産 合 計 111,453 111,807 116,788 4,981 

     期    別　　

受取手形及び売掛金

     科    目

連　 結 　貸   借   対   照   表

- 9 -



（  貸  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末 対前期末増減

（１６．９．３０） （１７．３．３１） （１７．９．３０）

（ 負　債　の　部 ）

流       動       負       債 63,521 63,249 50,798 △ 12,451 

20,648 22,080 23,572 1,492 
短 期 借 入 金 37,698 35,343 19,556 △ 15,787 
未 払 法 人 税 等 862 1,555 2,456 901 
未 払 消 費 税 等 204 151 395 244 
そ の 他 4,106 4,118 4,817 699 

固       定       負       債 26,074 24,460 36,589 12,129 

新株予約権付社債 0 0 8,040 8,040 
長 期 借 入 金 19,915 19,480 22,077 2,597 
繰 延 税 金 負 債 868 1,365 2,548 1,183 
退 職 給 付 引 当 金 4,994 3,296 2,977 △ 319 
役員退職慰労金引当金 277 316 247 △ 69 
固定資産処分損引当金 0 0 693 693 
 そ の 他 18 1 5 4 

負 債 合 計 89,596 87,710 87,387 △ 323 

( 少 数 株 主 持 分 )

1,950 2,157 2,542 385 

（ 資　本　の　部 ）

7,200 7,200 7,200 0 

893 893 893 0 

11,141 12,901 15,803 2,902 

1,558 1,822 3,508 1,686 

△ 884 △ 872 △ 538 334 

△ 2 △ 4 △ 7 △ 3 

資 本 合 計 19,906 21,939 26,858 4,919 

負債、少数株主持分
及び資本合計

連　 結 　貸   借   対   照   表

資 本 剰 余 金

4,981 111,453 111,807 116,788 

その他有価証券評価差額金

期    別　　

    科    目

支払手形及び買掛金

少 数 株 主 持 分

利 益 剰 余 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

資 本 金

自 己 株 式
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連　結　剰　余　金　計　算　書

 （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前     期

（ 16.4～16.9 ） （ 17.4～17.9 ） （ 16.4～17.3 ）

893 893 893 

893 893 893 

10,907 12,901 10,907 

( 449 ) ( 3,262 ) ( 2,209 )

中 間 （当 期 ）純 利 益 449 3,262 2,209 

( 215 ) ( 359 ) ( 215 )

配 当 金 215 359 215 

11,141 15,803 12,901 利益剰余金中間期末（期末）残高

（資本剰余金の部）

（利益剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

期　　　別　　　

　　　科　　　目

利 益 剰 余 金 増 加 高

資本剰余金中間期末（期末）残高
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連結キャッシュ・フロー計算書

（ 単位 ： 百万円 ）

                期        別   前 中 間 期 当 中 間 期 前     期
  科       目 ( 16．4～16．9 ) ( 17．4～17．9 ) ( 16．4～17．3 )
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益  1,054  6,220  5,166  4,557
減価償却費  2,148  3,059  911  4,275
減損損失  0  781  781  0
連結調整勘定償却額 0 △ 2 △ 2 10
貸倒引当金の増減額 △ 20  12  32   27
受取利息及び受取配当金 △ 84 △ 109 △ 25 △ 160
支払利息  531  454 △ 77  1,016
為替差益 △ 63 △ 12  51 △ 34
持分法による投資損益  105  0 △ 105  106
投資有価証券売却益及び評価損  148 △ 66 △ 214 △ 53
固定資産処分損益  9 △ 488 △ 497  73
関連事業損失  342  0 △ 342  345
事業整理損失  0  31  31  48
売上債権の増加額 △ 957 △ 2,751 △ 1,794 △ 3,691
たな卸資産の増減額 △ 169 △ 742 △ 573  916
仕入債務の増加額  679  1,439  760  2,105
その他  625 △ 401 △ 1,026  302
      小　　　　　　計  4,350  7,423  3,073  9,843
利息及び配当金の受取額  86  109  23  172
利息の支払額 △ 488 △ 366  122 △ 995
法人税等の支払額 △ 1,567 △ 1,541  26 △ 2,234
営業活動によるキャッシュ・フロー  2,381  5,624  3,243  6,786

    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
定期預金の純増減額  158 △ 17 △ 175  253
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 1,195 △ 11  1,184 △ 1,287
有価証券及び投資有価証券の売却（又は償還）による収入  1,425  90 △ 1,335  1,639
関係会社株式の取得による支出  0 △ 2 △ 2  0
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △ 23  0  23 △ 23
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 734 △ 1,206 △ 472 △ 1,424
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入  8  1,315  1,307  29
貸付けによる支出 △ 175 △ 41  134 △ 493
貸付金の回収による収入  97  60 △ 37  177
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 440  186  626 △ 1,129

    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
新株予約権付社債の発行による収入  0  8,009  8,009  0
短期借入金の純減少額 △ 4,415 △ 16,210 △ 11,795 △ 6,948
長期借入れによる収入  4,000  4,647  647  5,522
長期借入金の返済による支出 △ 2,580 △ 1,627  953 △ 4,358
配当金の支払額 △ 211 △ 360 △ 149 △ 213
少数株主への配当金の支払額 △ 39 △ 7  32 △ 39
自己株式の取得による支出 △ 0 △ 2 △ 2 △ 2
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,248 △ 5,550 △ 2,302 △ 6,040

    
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  86  67 △ 19  48
Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 △ 1,220  328  1,548 △ 334
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  7,402  7,067 △ 335  7,402
Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  6,182  7,396  1,214  7,067

増     減
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【 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 】

1．連結の範囲

連   結   子   会   社    13社、 MSM CANADA INC.
MSM US INC.
MSM CEBU,INC.
MSM MANILA,INC.
寧波菱鋼精密部件有限公司
MSM ( THAILAND ) CO.,LTD. 　
三菱製鋼室蘭特殊鋼 (株)
三菱長崎機工(株)　　　　
ヒューマン電機（株） ほか　４社

（除外）
プレシジョンスプリング㈱（合併）
菱鋼商事㈱（清算結了）

2．持分法の適用

持 分 法 適 用 会 社     3社、 北海製鉄（株）   
MERITOR SUSPENSION SYSTEMS
         HOLDINGS UK LIMITED
CROFT PROPERTIES HOLDINGS,INC.

3．連結子会社の中間決算日等

　連結子会社のうち、中間決算日が中間連結決算日（９月30日）と異なる会社は次のとおりである。

寧波菱鋼精密部件有限公司 中間決算日　－　６月30日

整を行っている。

4. 会計処理基準

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

・・・ 主として総平均法による原価法

・・・ 中間期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

・・・ 移動平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

・・・ 主として定率法
ただし、建物（建物附属を除く）は定額法

・・・ 定額法

中間連結財務諸表作成にあたっては、連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を
使用している。なお、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調

た な 卸 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
時価のあるもの

時価のないもの
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(3) 重要な引当金の計上基準

…

…

…

(4) 重要なリース取引の処理方法

(5) 消費税等の会計処理方法

5. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金 （現金及び現金同等物） は、手許現金、随時
引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

【 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

1. 固定資産の減損に係る会計基準

2 有形固定資産の減価償却の方法の変更

貸 倒 引 当 金

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において
発生していると認められる額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金

中間期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上している。

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債

会計基準変更時差異については、15年による均等額を費用

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処

処理している。

当中間期より、建物（建物附属設備を除く）を除く有形固定資産の減価償却方法を主として

理している。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、
それぞれ発生の翌期から費用処理している。

している。

固定資産処分損引当金 固定資産の廃止及び処分に備えて、除却損失を計上して
いる。

定額法から定率法に変更している。
この変更により、従来の方法によった場合と比べ、減価償却費は969百万円増加し、税金
等調整前中間純利益は843百万円減少している。

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

当中間期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用

これに伴い、当中間期において減損損失781百万円を特別損失に計上している。
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【 連結損益計算書注記 】
（ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前         期
(16.4～16.9) (17.4～17.9) (16.4～17.3)

（特別利益の主な内訳）

固 定 資 産 処 分 益 休止設備の売却益ほか 1,366

厚生年金代行部分返上益 厚生年金代行部分の過
去分返上認可 2,107

厚生年金代行部分返上
益精算

厚生年金代行部分の実
際返還による精算 236

（特別損失の主な内訳）

固 定 資 産 処 分 損 機械装置の除却損ほか 804 機械装置の除却損ほか 30

減 損 損 失 土地の減損損失 781

事 業 整 理 損 失 子会社の事業整理に伴
う損失 43 子会社の事業整理に伴う損失ほか 234

関 連 事 業 損 失 関連会社の事業閉鎖
に伴う株式の減損 342 関連会社の事業閉鎖に伴う損失 62 関連会社の事業閉鎖に伴う株式の減損ほか 725

（減損損失）

としている。

鑑定評価額又は固定資産税評価額に基づき評価している。

【 連結貸借対照表注記 】

（ 単位 ： 百万円 ）
前中間期末 当中間期末 前   期   末
(16.9.30) (17.9.30) (17.3.31)

減 価 償 却 累 計 額

受 取 手 形 割 引 高

保 証 債 務 等

【 連結キャッシュ・フロー計算書注記 】

（ 単位 ： 百万円 ）
前中間期末 当中間期末 前   期   末
(16.9.30) (17.9.30) (17.3.31)

現 金 預 金 勘 定

預入期間が３ヶ月を
超 え る定 期 預 金

672     

6,182     7,396     7,067     

6,387     7,523     7,177     

△  205     △  127     △  109     

１．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物

47,919     51,369     49,449     

588     0     211     

768     576     

遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別
損 失 に 計 上 してい る。そ の 内 訳 は 、土 地 （千 葉 県 市 原 市 他 ）781 百 万 円 で ある。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として不動産

当社グループは、事業用資産については主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の
区分（事業所等）を基礎とし、キャッシュ・フローの相互補完性を考慮した一定の事業単位でグルー
ピングを行っている。また、将来の使用が見込まれない遊休資産については、個別の資産グループ

これらの資産グループのうち、近年の継続的な地価の下落等に伴い回収可能価額が低下した
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セ  グ  メ  ン  ト  情  報

1．事業の種類別セグメント情報

前中間期（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）
( 単位 ： 百万円 ）

当中間期（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）
( 単位 ： 百万円 ）

前期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）
( 単位 ： 百万円 ）

16,967 7,967 

ばね事業素 形 材事 業
特 殊 鋼
鋼材事業

機器装置
事 業 連 結

17,063 3,917 2,097 48,013 48,013 －

計 消去又は全 社
その他の
事 業

7 
16,974 

1,513 
18,577 

1,400 
3,497 

(2,981)
(2,981)

16,647 
326 

58 
8,025 
7,467 
557 
17,749 
828 

2 
3,920 
3,822 
97 
3,479 
17 

2,981 
50,995 
49,167 
1,827 
(2,987)
6 

0 
48,013 
46,179 
1,834 

連 結ばね事業素 形 材事 業
特 殊 鋼
鋼材事業

機器装置
事 業

売 上 高

その他の
事 業 計

消去又は
全 社

57,395 16,029 － 57,395 9,197 26,061 4,035 2,070 

1,659 3,256 (3,256)2 70 1,517 0 
16,032 9,268 27,578 4,041 3,730 60,651 (3,256) 57,395 

6 

3,766 53,772 (3,221)14,839 8,375 23,054 50,550 
1,193 893 4,524 304 △36 6,879 △35 6,844 

3,736 

連 結ばね事業素 形 材事 業
特 殊 鋼
鋼材事業

機器装置
事 業

その他の
事 業 計

消去又は
全 社

1 2,780 5,884 (5,884)13 132 2,957 

34,470 100,837 16,547 36,864 8,843 4,110 100,837 －

営 業 費 用

0 
34,483 16,679 39,821 8,844 6,891 106,722 (5,884) 100,837 

6,759 101,703 (5,890)33,625 15,510 37,375 95,813 
857 1,169 2,446 412 132 5,018 5 5,023 

8,432 

売 上 高

計
営 業 費 用
営 業 利 益

外部顧客に対
　　　　　　する売上高
セグメント間の
　　　　　　内部売上高

外部顧客に対

営 業 利 益

　　　　　　する売上高

計
営 業 費 用
営 業 利 益

売 上 高

セグメント間の
　　　　　　内部売上高

計

外部顧客に対
　　　　　　する売上高
セグメント間の
　　　　　　内部売上高
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(注) 1．事業区分の方法

2．前記の事業区分に属する主要な製品

事業区分

3．会計処理の方法の変更
当中間期（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）

前中間期（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略している。

当中間期（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略している。

前期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略している。

が7百万円それぞれ増加し、営業利益は同額減少している。

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当中間期の営業費用は、ばね事業が
335百万円、素形材事業が76百万円、特殊鋼鋼材事業が549百万円、その他の事業

間期から有形固定資産の減価償却方法を変更している。

板ばね、巻ばね、ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ、ｺｲﾙﾄﾞｳｴｰﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ、

防振装置、精密ばね、携帯電話及びﾋﾞﾃﾞｵﾑｰﾋﾞｰ用等各種ﾋﾝｼﾞ、ﾊｰﾄﾞﾃﾞｲｽｸﾄﾞﾗｲﾌﾞ用

精密ﾌﾟﾚｽ品、内臓ｱﾝﾃﾅ・ｺﾈｸﾀｰ等のｲﾝｻｰﾄ成形品、樹脂・金属複合品、

各種自動車部品・用品、ﾀｲﾔﾌﾟﾛﾃｸﾀｰ、ﾀｲﾔﾁｪｰﾝ、ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ用ｺﾞﾑﾊﾟｯﾄ

２． 所在地別セグメント情報

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の
事業部門及び連結子会社の事業内容を基礎として決定した。

その他の事業

ば ね 事 業

素 形 材 事 業

主　　要　　製　　品　　名

鍛圧機械、一般産業機械及びﾌﾟﾗﾝﾄ、鉄構品、磁選機、搬送装置、計装機器機器装置事業

精密鍛造品、特殊合金素材及び同加工品、永久磁石（鋳造・圧延）、磁石応用部品

一般鋳造品、精密鋳造品、各種金型及び同素材、精密機械加工品、一般鍛造品

海上運送、貨物自動車運送、倉庫　ほか

特殊鋼鋼材事業

特殊合金粉末、同微粉末

棒鋼（構造用合金鋼・機械構造用炭素鋼・ばね鋼・工具鋼・非調質鋼・快削鋼ほか）、鋼材加工品
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前中間期（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略している。

当中間期（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略している。

前　期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略している。

リ　　ー　　ス　　取　　引

有  　   価 　    証   　  券

１．その他有価証券で時価のあるもの
（ 単位 ： 百万円 ）

２．時価のない主な有価証券
（ 単位 ： 百万円 ）

その他有価証券

非上場株式

合            計

デ  リ  バ  テ  ィ  ブ  取  引

中間連結
貸借対照
表計上額

差   額 取得原価
連結貸借
対 照 表
計 上 額

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差   額 取得原価

4,622 7,705 

前 期
(平成17年3月31日)

9 9 

差   額

株 式 4,624 7,261 2,636 4,623 10,552 5,929 

7,715 3,082 

3,082 

債 券 9 9 0 9 9 0 

中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

0 

合 計 7,271 2,636 4,633 10,562 5,929 4,632 4,634 

1,156 

1,077 1,143 1,156 

区 分
前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
中間連結貸借対照表計上額

３． 海外売上高

該 当 事 項 な し。

1,077 1,143 

種 類
(平成16年9月30日) (平成17年9月30日)

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略している。

前 中 間 期 当 中 間 期
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